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- 災害からいのちと暮らしを守る地域の支援拠点を目指して - 
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平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災、平成 28 年 4 月 14 日の熊本地震、令和 6 年

1 月 1 日の能登半島地震を私たちは経験しました。このような大規模な災害の発生時に

おいては、自治体など「公助」による迅速な対応には限界があり、災害から自分の身を自

分で守る「自助」とともに、地域や近隣の人々による「共助」が重要であること、これらが

有機的につながり、外部からの支援を受けることで被害の軽減が図れることを教訓として

学びました。 

本市では、平成 24 年度に危機管理監を設置するとともに、すべての区・支所に地域防

災を担う地域防災係長を配置し、区役所・支所、消防署、自主防災組織が密に連携する

体制の構築に努めてきました。そして、住民の自治による避難所の開設・運営を目指し

て、京都市避難所運営マニュアルを策定し、400 を超える指定避難所での訓練にも取り

組んできました。 

「場所（避難所）の支援」から「人（避難者等）の支援」へ考え方を転換すべく、令和 6 年

12 月に国の避難所運営指針が改定されました。指針では、国際基準であるスフィア基準※

を踏まえて、避難生活の質の向上を図ることが示されています。本市における今回のマニ

ュアル改定においては、「災害関連死ゼロ」を目指して、避難された方々が安心・安全で尊

厳ある避難生活を送れるよう、ＴＫＢ（トイレ・キッチン・ベッド）を確保するなど避難所の環

境の更なる向上や要配慮者への更なる支援、在宅避難者等の避難所外避難者への支援

の充実を図る内容としています。 

加えて、国や関西広域連合をはじめとする他の地方自治体からの応援体制はもとより、

関係団体や企業と防災協定を締結するなど、発災時に、速やかに外部の支援を要請でき

る体制づくりを進めています。 

本マニュアルを基に、地域の特性や実情を踏まえたうえで、平時から区・支所、施設管

理者、地域の皆様が協働して地域のマニュアルのブラッシュアップや訓練等に取り組ん

でいただき、災害時の迅速かつ円滑、また安心・安全で尊厳ある避難所開設・運営に繋

がるように活動していただけることを願います。 

※ 紛争や災害の被災者が尊厳ある生活を送ること等を目的に定められた基準 

「避難所の質の向上」を考えるときの指標となる国際基準で、災害や紛争による苦痛を軽減する

ために、実行可能なあらゆる手段が尽くされなくてはならない 

 

 

 

安心・安全で尊厳ある避難生活を目指して 
 

今回の改定に当たっては、内閣府の取組指針や旧マニュアル（平成 24 年 10 月）の作成以降、

各自主防災会等で取り組まれてきたノウハウ、市内の各自主防災会や庁内の関係部局、区・支所

の意見を踏まえ、以下、4 つの改定方針を整理しました。 

 

方針 1. 地域におけるこれまでの多様な取組の継続を前提とします。 

方針 2. 良好な生活環境の確保に向けて避難所の質を向上します。 

方針 3. 在宅避難をはじめ、多様な避難に対応した支援拠点とします。 

方針 4. 避難者みんなの協力のもと、外部支援をうまくいかし、一人
一人の負担が少ない避難所運営を目指します。 
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「資料編」 「ひな形」 のご案内 
  

 この「京都市避難所運営マニュアル（改定版）」には、別冊で「京都市避難所運営マニュアル

（資料編（改定版））」「京都市避難所運営マニュアル（ひな形（改定版））」があります。あわせて

活用してください。 
  

◉ 京都市避難所運営マニュアル 

 （資料編 （改定版）） 

① 参考資料集 

 ― 避難所運営に係る情報・ノウハウ集 

② 様式集 

 ― 避難所運営の際、実際に使用する用紙のひな形集 

 
   

◉ 京都市避難所運営マニュアル 

 （ひな形 （改定版）） 

― 避難所運営マニュアル策定に必須のレイアウト、

体制等コンパクトに整理したひな形 

 

 

 

 
      

 

 

 

 

避難所等の種別 
 
 ◉ 指定避難所 

 指定避難所とは、災害の危険性があり避難した方を災害の危険性がなくなるまで必要な
間滞在させ、または災害により家に戻れなくなった方を一時的に滞在させるための施設
であり、災害対策基本法に基づき指定しています。 

 指定避難所は、大規模地震等により、長期の避難が必要な場合に開設します。 

◉ 指定緊急避難場所（水害・土砂災害） 

 指定緊急避難場所（水害・土砂災害）とは、水害や土砂災害が発生し、又は発生するおそ
れがある場合における円滑かつ迅速な避難を図る場所をいい、災害対策基本法に基づき、
災害種別ごとに指定しています。 

 このほか、京都市では、地震に伴う大規模火災の広域避難場所等を指定しています。 

◉ 地域の集合場所 

 「地域の集合場所」とは、大地震が発生した場合に、地域の皆様が互いに協力し合って、
安否確認、救出救護活動や消火活動等の必要な災害対応を組織的に実施するために集合
する場所をいい、概ね町内ごとに決めていただいています。 
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避難所開設・運営の基本方針 
 

～ 地域コミュニティで、災害からいのちと暮らしを守る 

 支援拠点を目指して、避難所づくりに取り組みましょう ～ 
 
 
 
 
 

1. 災害時は、一人一人が自分の“いのち”を守ることを基本と

します。大切なのは難を避けること。避難所避難だけでなく、

在宅避難を含む分散避難を適切に選択し、災害時は迷わず

避難することを地域で共有します。 
 
 
 
 

 
 避難とは、「難（災い）を避けること」。自宅が安全な場所にあり、

マンション等安全な建物であれば、事前に備蓄を準備したうえで、

自宅で「在宅避難」してください。なお、在宅避難であっても、避

難所の避難者と同様に、被災者として食料等の支援を受けることが

できます。 
 

 一方、自宅での避難生活が困難な場合は迷わず「避難所避難」か親

戚、知人宅やホテル等への「分散避難」を行ってください。ご自身

にとって、よりよい「避難」を事前に想定しておいてください。（そ

の場合、避難先の情報は事前に地域の方々と共有しておくことが重

要です） 

 
 

 水害・土砂災害は、気象情報とハザードマップにより、事前にある

程度危険性を想定できます。マイ・タイムラインや個別避難計画で

事前に避難行動を決めておきましょう。 

 自宅の災害リスクや家族の状況に応じて、高齢者等避難もしくは避

難指示の発令で速やかに避難し、危険性がなくなれば速やかに帰宅

する習慣が大切です。 

 早い段階で避難ができないときは、近隣の安

全な建物等で身を守ることも必要になります。 

 指定緊急避難場所（水害・土砂災害）として

の開設は、質よりもスピードを優先します。 
  

在宅避難を含む分散

避難を適切に選択 

水害・土砂災害の時は、

事前に決めた避難先へ

早めに避難 

1 

基
本
方
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2 

 

    
2. 避難所は、地域コミュニティと集まった避難者みんなの協力

による、開設・運営を目指します。 

 
 地震の際、地域での素早い助け合いを実現するため、日頃から「地

域の集合場所」を確認しておきましょう。 

 避難所への避難を希望する人の誘導は町内単位で行うことが、その

後の救出活動や避難所運営の迅速化・円滑化につながります。 
             

 これまでの災害事例から、大規模災害時、行政は、市職員の被災、

行政機能の低下や人命救助等の応急措置の実施等により、3 日間は

地域に入ることが難しい状況も想定されます。行政は体制が整い次

第、支援に入りますが、行政職員派遣後も、避難所開設・運営にお

いては、原則として、地域で助け合い、住民で対応を図ります。         
3. 避難所は、在宅避難者をはじめ、すべての地域住民にとって

の支援拠点と考え、支援に取り組みます。      

 

地震の時は、「地域の

集合場所」で安否確認

し、原則、集団で避難 

最低３日間は、みんな

で助け合うこと。行政は 

体制が整い次第、支援！ 

※1 医師、看護師、業務調整員（医師・看護師以外の医療職及び事務職員）で構成され、大規
模災害や多傷病者が発生した事故などの現場に、急性期（おおむね 48 時間以内）から活
動できる機動性を持った、専門的な訓練を受けた医療チーム。 

※2 災害時における、長期避難者の生活機能の低下や要介護度の重度化など二次被害防止の
ため、一般避難所で災害時要配慮者（高齢者や障がい者、こども等）に対する福祉支援を行
う民間の福祉専門職で構成するチーム。 

資料編 

参考資料（P.48） 

㉓外部支援団体一覧 

基
本
方
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避難行動要支援者名簿の活用 
 
 

在宅避難者等への支援について 
 
 

避難所は、在宅避難者をはじめ、すべての地域住民にとっての支援拠点です。 

避難者の事情に応じて、自宅等で避難生活が送ることが出来るよう、まずは、一人一

人が家庭での備蓄で備えることを基本としつつ、そのうえで、外部支援の協力も得ながら

支援を行います。 

 
 在宅避難者等の状況把握には、発災直後は地域コミュニティによる安否確認などの

共助が中心となり、その後、要配慮者に対する戸別訪問による福祉的ニーズを含めた
状況把握に移行します。 

 在宅避難者等への支援は、基本的に、避難所に来てもらうなど自助を中心とします
が、避難所に来ることが困難な要配慮者には、発災直後は地域コミュニティによる共
助を基本に、その後、災害ＮＰＯ団体・災害ボランティア等の外部支援の協力も得な
がら実施体制を確保します。 

 ただし、障害のある方や介護サービスを必要とする在宅避難者等に対しては、区本部
等が適切な救護策や福祉・保健サービスの提供につなげます。 

 避難所での在宅避難者への支援としては、水・食事、物資等の提供、支援情報の発信
を行うとともに、トイレ・入浴・洗濯の拠点、電源・WIFI 環境の供給拠点、生活相
談の支援拠点としての機能を備えるよう取り組みます。 

 

 

 
 
 

避難行動要支援者名簿には、災害時の避難に支援が必要な方を登載しています。避

難所に提供される名簿を活用して、避難者で協力し、名簿に登載されている連絡先への

電話や、落ち着いた段階で住所地を訪問するなどにより、名簿登載者の安否確認をお願

いします。 

 
 避難行動要支援者名簿には、高齢者や障害のある方の心身の状態や連絡先等を登載

しており、災害時には区・支所災害対策本部から各避難所へ提供されます。 

 安否確認は、確認者の安全を第一にできる範囲でお願いします。居所が確認できなか
った方については、行政により安否確認を実施します。 

 救助が必要な場合は 119 番通報をしてください。 

 

◉ 在宅避難について 

在宅避難は、住み慣れた環境で避難生活ができます。ハザードマップ等で事

前に自宅の安全性を確認するとともに、発災時は自宅とその周辺が安全かど

うかを確認したうえで、在宅避難も検討しましょう。 

また、在宅避難には普段の備えが必要です。

自宅の耐震化や家庭での備蓄で在宅避難に備

えましょう。 

 

基
本
方
針 

資料編 

各種様式（P.70） 

⑯備蓄チェックシート 
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基
本
方
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4. スフィア基準や男女共同参画をはじめとした多様な視点を

もとに、様々な人々が運営に携わるすべての人にやさしい

避難所づくりを目指します。  
  

 
 

 災害時には、けがや持病の悪化等で誰もが要配慮者になる可能性が

あります。避難所運営に当たって、高齢者、障害のある人、妊産婦、

乳幼児、子ども、外国人、性的マイノリティ等の様々な住民がおられ

ることを常に想定することで、みんなにやさしい避難所になります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
   

地震時、「3・3・3 の原則」で速やかに避難所を開設し、災害後は速やかに撤収 
 

 地震時の災害発生から避難生活に至るまでの時間経過と対応の目安を「３･３･３の原則」

で示しています。 

 

 
 

 
30  
「地域の集合場所」 

に集まる！ 

救助体制を確保し、 

安否確認、救出・救護 

 

 

 
   

避難所の 

統廃合を検討 

 

     
自分や家族の安全を確保 

したうえで、救出、救護活動
を継続。避難所の開設準備 

 

 
 

全ての人の安否確認と安全な
避難を行うことが理想。 

避難所運営協議会の立ち上げ
やルールの設定等 

       
自分の身の 

安全を確保 

 

～3 分 30 分 3 時間 3 日間 3 週間～ 

要配慮者にやさしい

避難所は、みんなに  

やさしい避難所 
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避難から避難所の開設・運営撤収までの流れ 
 

～ 水害・土砂災害の時は、発災前の事前の避難と、速やかな避難場所の開設が、 
地震時は、発災後、安否確認を行ったうえでの避難所開設が大切です。～   

学区内の避難所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

開
設
・
運
営
の
流
れ 

2 

避難所 ○○小学校 ○○中学校 

指定避難所 ◎ ◎ 

指定緊急避難場所 ◎  

（中核避難所） ◎  

（サテライト避難所）  ◎ 

 

 

指
定
緊
急
避
難
場
所 

○
○
小
学
校 

の
運
営
～
指
定
避
難
所
の
運
営 

水害・土砂災害時 地震時 

避
難
情
報
解
除 

高齢者等避難
の発令 

 
指定緊急避難場所
運営～指定避難所
の運営 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

統合・閉鎖 

地震発生  

指
定
避
難
所 

 

○
○
中
学
校 

 

○
○
小
学
校 

の
運
営 

 
 

発
災
直
後
｟
混
乱
期
｠ 

安
定
期 

身の安全の確保 

開錠・レイアウト 

運営の安定化 

～3分 

地域の集合場所に集合 
30分 

開設・受付 
3時間 

運営体制づくり 

3日間 

統合・閉鎖 
3週間～ 

高齢者等避難 

２ 

警戒 
レベル 

 
 

 

３ 

高
齢
者
等
避
難 

警戒 
レベル 

 
 

 

４ 
避
難
指
示 

警戒 
レベル 

 
 

 

５ 

緊
急
安
全
確
保 

警戒 
レベル 

避難指示 
の発令 

避難 

避難情報の発令予告 

避難 

※ 空調設備のある部屋等を活用し、受付、
本部、避難者数に応じた最小限の居住ス
ペースを確保する簡易な開設 

開錠・開設 
（簡易レイアウト※） 

追加設営・運営 
（通常レイアウト） 

 
受付開始 

（避難者数把握 
(名簿づくり等)） 

 

（参照：京都市消防局「自主防災会 防災行動マニュアルガイドライン」） 
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開
設
・
運
営
の
流
れ 

自主防災組織 区・支所 

区・支所災害 
対策本部設置 

体制確保 

市民 気象情報 
タイムライン 

避難準備・避難指示等～指定緊急避難場所開設・運営・撤収の流れ 
 （水害･土砂災害の場合） 

準備期 
（台風接近時等） 

警戒レベル 

2 
気象注意報 

の発表 

警戒レベル 

3 相当 
気象警報 
の発表 

警戒レベル 

3 
高齢者等避難 

の発令 

警戒レベル 

4 
避難指示 
の発令 

※１ 

避難情報 
の解除 

京都市 

区・支所と自主防災組織等 
による連携した 

指定緊急避難場所の開設 
（簡易レイアウト※２） 

 

解除基準 
を満たした場合 

避難情報の 
解除の発令 

避難行動 
の解除 

指定緊急避難場所 
の閉鎖 

必要に応じて 

指定避難所へ切替 

指定緊急避難場所運営 
～指定避難所の運営 

 

避難指示の受信 

避難開始 

発令判断基準 
を満たした場合 

発令予告 

開設の確認 

高齢者等避難 
の発令 

要配慮者※4 
避難開始 

要配慮者※4 
への 

避難呼びかけ 
避難支援 

高齢者等避難の受信 

避難情報の解除の受信 

地域に対して 
警戒呼びかけ 

 
  

（天候に応じて） 
指定緊急避難場所 

の開設準備 

避難に備えた 
非常時持ち出し品

の準備 
「マイ･タイムライン」 

※5 等の確認    
（要配慮者は） 
避難の準備、 
個別避難計画 
※6 等の確認 

京都市災害 
対策本部設置 

情報収集･伝達 気象情報等の確認 

要配慮者※4 
への 

避難呼びかけ 
避難支援 

開錠・受入準備 

いのちを守るた
めに受入れ優先 

受付開始 
(避難者数把握(名簿づくり等）) 

発令判断基準 
を満たした場合 

避難指示 
の発令 

本来機能の早期回復 

学校再開へ 
（併存の可能性あり） 

警戒レベル 

5 
緊急安全確保 

の発令 

直ちに 
安全な場所で 
命を守る行動 

発令判断基準 
を満たした場合 

緊急安全確保 
の発令 

京都市災害 
警戒本部設置 

※3 

※3 

追加設営・運営 
（通常レイアウト） 

（参照：京都市消防局「自主防災会 防災行動マニュアルガイドライン」） 

※1 警戒レベル 4 で全員必ず避難。（警戒レベル 5＝直ちに安全
な場所で命を守る行動） 

※2 空調設備のある部屋等を活用し、受付、本部、避難者数に応
じた最小限の居住スペースを確保する簡易な開設。 

※3 親戚や知人宅等への分散避難や、近隣の安全な場所での身
の安全の確保等、その場その時の状況での安全な「避難行
動」も検討しましょう。 

※4 要配慮者は避難行動要支援者を含みます。 
※5 「マイ・タイムライン」とは、災害時に自分自身がとるべきタイムライ

ン（防災行動計画）を予め定めておくものです。 
※6 個別避難計画とは災害時の避難に支援が必要な方一人一人に

合わせた避難行動に関する計画です。 
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開
設
・
運
営
の
流
れ 

災害発生～避難所開設・運営・撤収の流れ（地震の場合） 

自
分
の
い
の
ち
を
守
る 

発災 

避
難･

安
否
確
認 
避
難
所
開
設
・
運
営 

□ 揺れが収まるまで身を守る 
□ 家屋内にいる家族の安否確認 
□ 揺れが収まったら火元の確認 
□ 避難に向けて出口確保、通電火災予防（ブレーカーを切る）、ガスの元栓を閉める 

隣近所の確認（出火の有無、救助等の必要性の有無） 

「地域の集合場所」に集合 

避難（要配慮者等への支援を行いながら町内単位で避難） 

避難所統廃合 

閉鎖に向けた動き 

避難所運営の安定化 

□ ルールの確立 
□ 生活支援 
□ 常用医薬品の確保 
□ 居場所づくり 
□ 間仕切り等プライバシーの確保 
□ 管理（衛生、食事、健康）の徹底 
□ 相談体制の確立 
□ こころのケア（遺族含む） 

避難所運営 

□ 行政との連携体制の確立 
□ 在宅避難者への対応 

撤収 

運営体制づくり 

□ 運営協議会の設置 
□ 会議の開催 
□ 食料・飲料水等の確保 

避難所開設 

身の安全の確保 

■職員の参集 

■本部体制の確保等 

■区・支所 
 災害対策本部 

■消防 

■施設管理者等 

■その他連携 

■被災状況の把握 

■避難所開設状況の把握 

■食料、飲料水等の配分 

■福祉避難所の開設 

■死者・行方不明者への対応 

■関係機関との連絡調整等 

■運営協議会への参加 

 
 
 
 
■災害ボランティアセンター
の開設準備 

■地域の担当者と連携・支援 

■ライフラインの確保・確立 

※ 3～72 時間 
（3 日）を 

めどに着手 

■り災申告の受付 
■義援金等の受付 
■相談窓口の開設等 
■家屋の応急危険度判定 
■災害ボランティアセンター
開設･運営（目標） 

■施設再開へ向け準備 
■医療対応→保健・福祉対応
へ移行 

■生活衛生関係施設の状況
把握と情報提供 

 
※ 3 日～3 週間を 

めどに着手 

■学校再開へ(併存の可能
性あり) 

■本来機能の早期回復 
■緊急小口資金貸付制度
開始 

■応急仮設住宅供給計画
の具体化 

□ 周囲の安全に気を付け、避難に支援が
必要な方に声を掛けて一緒に「地域の
集合場所」へ移動 

○ 要配慮者の救出・救助 
○ 地域内の出火確認･初期消

火、救出･救護活動、安否確
認の継続 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
〈 地域の集合場所における判断 〉 

○ 自宅に被害がある場合 
➡ 避難所へ 

○ 自宅に被害があっても、安全
に暮らすことができる場合 
➡ 在宅避難等 

○ 大規模な火災等により避難
所への避難が危険な場合 
➡ 広域避難場所へ 

○ けが人･病人の応急対応 
○ 要配慮者の振り分け 

 

 

 

 

 

 

○ 要配慮者への対応 
（緊急入所、福祉避難所） 

○ 1週間をめどに安否（所在）
確認終了 

※ 安否確認には避難行動要支援
者名簿を活用 

3 
分 

30 
分 

3 
時間 

24 
時間 

48 
時間 

3 
日 

1 
週間 

3 
週間 

□ 安否確認 
□ 被害状況の確認 
□ 消火･救出･救護活動 

■
災
害
現
場
対
応 

 

避難所開設準備のための開錠 

□ 受入準備（安全点検等） 
□ トイレの確保 
（携帯トイレ（凝固剤）等も活用） 

□ 受付開始・レイアウトづくり 
□ 避難者数把握（名簿づくり等） 
□ 居住スペースへの誘導と割り振り 
□ 区・支所災害対策本部へ連絡 

※ 避難行動要支援者名簿（平時から把握）を活用 

（参照：京都市消防局「自主防災会 防災行動マニュアルガイドライン」） 
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避難所開設～運営の 
情報集約の仕組み 

 

 
  
 

     

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
  

開
設
・
運
営
の
流
れ 

救護・要配

慮者班班長 

食料班班長 

〔 各情報 〕 

ボランティア

班班長 

物資班班長 

総務班 

総務班 

管理班班長 

避難所運営協議会 避難所開設 
（緊急避難場所開設） 

避難者数(総数) 

けが人・病人・ 

要配慮者数 

食料の要請 

物資の要請 

地区被害状況 

避難所状況 

区職員巡回 
各消防署、警察署など 

区 

・ 

支 

所 

災 

害 

対 

策 

本 

部 

京 

都 

市 

災 

害 

対 

策 

本 

部 

ボランティアの

要請 

避難所  

保健衛生班 

班長 衛生状況 

情報広報班 

班長 避難所情報 

区災害 
ボランティア 
センター 

市災害 
ボランティア 
センター 

京都市・市社会福祉

協議会・きょうと 
ＮＰＯセンター 

 

区社会福祉協議

 

被災者援護協力団体 

施設管理者 

資料編 

参考資料(P.14) 

⑩非常通信システム操作マニュアル 
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大規模地震の場合 
 地震の規模が大きいと判断される場合、家の中にいる家族の無

事が確認できたら、隣近所に声をかけ、自主防災部（町内）で決

めた「地域の集合場所」に向かいます。 

 そこで自主防災部全体の安否確認や出火確認を行い、必要に

応じ消火や救出・救護等の応急活動を実施します。 

 その後、自宅が被災し自宅に戻れない場合は、避難所へ移動し

ます。停電、断水等があっても、自宅が無事な場合は、慣れ親し

んだ自宅で過ごす等、在宅避難を検討します。 
 

 自分や家族の身の安全確保 
        

□ 揺れがおさまるまで身を守る。 
□ 家屋内にいる家族の安否確認を行う。 
□ 揺れがおさまったら使用中の火気を消す。 
□ 避難するときは必ずガス器具の元栓を閉め、通電火災

を防ぐため電気のブレーカーを切る。 
□ 周辺の安全を確認して避難する。 

 
 
  

 隣近所の確認、「地域の集合場所」へ    
 

□ 火災の発生、取り残された人がいないか等の確認。 
□ 対応に人数等不足する場合は「地域の集合場所」へ行き、

支援要請。 

 

「地域の集合場所」へ 
 
 

 

 初期消火、救出・救護、安否確認 
        

□ 地域内の出火確認・初期消火、救出・救護。 
□ 「地域の集合場所」で点呼・安否確認。 
□ 町内会の班単位で確認し町単位で情報統括。 
□ 可能な限り、消防団との連携のもと、「地域の集合場

所」に集結した住民を中心とした救出・救護活動、安
否確認の継続。 

 

 

 避難誘導  
     

□ 町単位で、周辺の安全に気を付けながら避難所へ移
動。要配慮者への避難支援。 

□ 自宅が無事な場合は帰宅。 

 

 

 

 
 

身の安全の確保・避難 
 
  

 災害時、まずは自分や家族の身の安全確保を第一に考えてください（自助）。そのためには、マイ・タ

イムラインや個別避難計画の作成、分散避難先の確保、大規模地震に備えた住宅の耐震化、水害・土

砂災害に備えた気象情報やハザードマップの把握が何より大切なことを地域みんなで共有しましょう。 
  

避

難

 

水害･土砂災害の場合 
  

 正確な情報収集 
  

 発災前の早めの避難 
  

□台風や集中豪雨等の水害（洪水、土砂災
害）で、「警戒レベル 3 高齢者等避難」「警
戒レベル 4 避難指示」が発令された場合
は、緊急避難場所、親族宅等への避難や
上層階への垂直避難等の避難行動をとっ
てください。 
ただし、建物の倒壊が想定されない区域

にあり、安全な高さが確保される場合は、
安全な場所に留まる（屋内安全確保）ことが
できます。 
□浸水時や夜間の場合、昼間でも溢水等
により、側溝と道路の境界やマンホールの
蓋が見えない場合、一時的に 2 階以上に
待避することも必要です。 
□警戒レベル 4 までに避難することが原則
ですが、「警戒レベル 5 緊急安全確保」が
発令された場合、自宅の上の階や、崖から
離れた部屋に移動する等、直ちに安全な場
所で命を守る行動をとってください。 
□区本部長は、地域と連携して、必要な緊
急避難場所の開設を行います。 

消火器や救出に必要な器材を持って 

3 

（参照：京都市消防局「自主防災会 防災行動マニュアルガイドライン」） 

資料編 

参考資料（P.5） 

③地域の集合場所・避難所位置図 

 

警戒 
レベル 

避難情報等 

2 気象注意報 

5 緊急安全確保 

4 避難指示 

3 高齢者等避難 

〈 警戒レベル4までに必ず避難！〉 
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原則必要な場合（地域にとどまっていることが危険、あるいは不安であると判断した

場合、避難者がいる場合） 
  
 

避難指示、高齢者等避難発令時 

（区本部長から緊急避難場所として開設の要請があった場合） 

 

 

 

 
 

避難所開設準備・開設 
 
 
 

避難所（緊急避難場所）開設の流れ 

 災害時、地域が主体となって避難所（緊急避難場所）を開錠し、受入準備、レイアウトづくりを進めて避

難所（緊急避難場所）を開設します。 
 

 
 

 

 

 

 
 
 
  

準備のための開錠 
                避難所（緊急避難場所）開設準備の第一歩。開錠はすばやく！ 

    

 

 
  鍵保管者                    

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 役職 氏名 連絡先 

門扉 Ａ 例）自主防災会会長   

Ｂ 例）消防分団長   

Ｃ 例）自治連合会役員   

Ｄ 例）体育振興会役員   

体育館 Ｅ    

その他 Ｆ    

避
難
所
開
設 

こんな時は！ 

開錠が必要な際に鍵保管者がかけつけられないなどの事情で開錠で

きない場合・・・ 

    

    

 地震 

※ 事前に検討し、協議結果を記述してください。 

 水害・土砂災害 

チェック 
 地震時と水害・土砂災害時の避難所（緊急避難場所）開設の判断 

チェック 
 原則、鍵保管者が避難所（緊急避難場所）にかけつけ、必要な

箇所を開錠 

4 

1 

資料編 

参考資料（P.6） 

④施設管理者の

連絡先 

 

開錠 

受入準備 

レイアウト 

開設の流れ 

（～24 時間） 

開設・受付開始 
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   受入準備 
        いち早く安全確認して使用できる場所を確保しよう！ 

    
 応急的に対応できる人で手分けをして、避難者を受け入れるための準

備を進めます。施設管理者等がいない場合でも、事前の協議に基づいて

進めます。 

 

 

 

 

 

 
         

  余震が多発している場合等、状況を判断しながら準備を行いましょう。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

避
難
所
開
設 

安全点検チェックリスト(次ページ)に基づいて、建物

自体が使用可能か確認します。 

利用する場所の破損物の片付け等を行います。 

使用可能な場合、安全点検チェックリストに基づい

て、使用するうえでの安全性を確認します。 

 

（夜間の場合）照明の確保を行います。照明装置がな

い場合は、持参した懐中電灯等で対応します。（※避

難所は原則として火気厳禁のため、ロウソクなどの使

用は避けます。） 

2 

例）グラウンド 

（候補施設） 

こんな時は！ 

建物が危険な状態で使用できる場所がない場合・・・ 
 

   すでに避難してきている人がいる場合、安全な避難所に移るまで 

               

で待機 

   次の避難所の安全確認 

 

 

   避難誘導 

チェック 
 安全点検チェックリストに基づいて、建物自体が使用可能か確認 

チェック 
 避難所開設セットの活用（アクションカードの活用） 

アクションカード（災

害発生時、最初に

避難所に到着した

人が行うべき手順

を具体的に示した、

誰でも対応できる初

動マニュアル）を作

成することを検討し

ましょう。 

アクションカードを活

用する場合は、あら

かじめ避難所開設

セットに入れて保管

しましょう。 

 

 
 

 

資料編 

参考資料（P.6） 

⑤避難所開設セット

の使い方 

 

資料編 

参考資料(P.8) 

⑥アクションカード

の活用 

 

開錠 

受入準備 

レイアウト 

開設の流れ 

（～24 時間） 

開設・受付開始 


